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記者発表資料 

平成 20 年 1 月 23 日 

東 北 地 方 整 備 局 

8 割以上が『コンパクトシティ』の必要性を認識 

- 人口 3 万人以上の市町村の都市計画担当者へのアンケート結果 - 

 

東北地方整備局では、東北 6 県の人口 3 万人以上の 77 市町村の

都市計画担当者を対象に、『コンパクトシティ』の推進に関するアンケ

ート調査を実施しました。 
 

『コンパクトシティ』については、ほぼ全ての市町村が知っており、そ

の 8 割以上が必要性を感じています。 
 

◆土地利用については、「中心市街地の空き地や空き家の増加」「周

辺市街地の大規模集客施設等の立地」「都市計画白地地域の開発

進行」等の問題を抱えています。 
 

◆公共交通については、「利用者の減少による路線の撤退」「高齢

者・障害者の移動手段の確保」等の問題を抱えています。 
 

◆公共公益施設について、「中心市街地への立地、再整備の必要

性」「行政枠を越えた連携により有効活用する必要性」を感じていま

す。 
 

今後、東北地方整備局では、本アンケートの結果を踏まえ、東北地

方の各自治体が進める『コンパクトシティ』の実現に向けた取り組みに

ついて支援して参ります。 
 

 

 

本アンケートは、『コンパクトシティ』の必要性や各市町村が抱えている問題点・取り組み等

を把握し、『コンパクトシティ』の理解を深めるため実施したものです。 

 

※詳細については、別紙「『コンパクトシティ』の推進に関するアンケート調査結果の概要」をご覧下さい。 

 

 

発表記者会：宮城県政記者会、東北電力記者会、東北専門記者会 
 
       国土交通省 東北地方整備局 企画部 広域計画課 TEL 022-225-2171(代表)  
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『コンパクトシティ』の推進に関するアンケート調査結果の概要 

 

 

 

１．調査目的 『コンパクトシティ』の必要性や各市町村が抱えている問題点・取り組み等を把握し、

『コンパクトシティ』の理解を深めるため実施したものです。 

 

２．調査主体 国土交通省 東北地方整備局 企画部 広域計画課 

                             建政部 都市・住宅整備課 

 

３．調査時期 平成 19 年 11 月中旬～下旬 

 

４．調査対象 東北 6県の人口 3万人以上の 77 市町村の都市計画担当者 

 

 

Ⅰ 『コンパクトシティ』の必要性について 

（１） 『コンパクトシティ』の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.7%

85.7%

1.3%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

詳しく知っている

ある程度知っている

言葉だけ聞いたことがある

まったく知らない

図-1 『コンパクトシティ』の認知度の回答割合（Ｎ＝77） 

ほぼ全ての市町村が 

コンパクトシティを「知っている」 

問 『コンパクトシティ』について知っていますか？ 

○ 『コンパクトシティ』について「詳しく知っている（12％）と「ある程度知っている（86％）」の回答から、ほぼ全て

の市町村が『コンパクトシティ』について知っていることがわかります。 
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（２） 『コンパクトシティ』の必要性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50.0%

50.0%

40.0%

20.0%

10.0%

40.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

既に市街地が拡大しているので、

コンパクトシティにするためには多大な費用を要する

大規模集客施設などの進出は、

雇用を創出し地域活性化につながる

街なかエリアの活性化が中心で、郊外エリアや緑農エリアで

暮らしている人への配慮が欠けている

農地の転用意欲が高く、市街化の抑制は難しい

「コンパクトシティ」がもたらす効果がイメージできない

その他

既に市街地が拡大しているので、
コンパクトシティにするためには多大な費用を要する

大規模集客施設などの進出は、
雇用を創出し地域活性化につながる

街なかエリアの活性化が中心で、
郊外エリアや緑農エリアで暮らしている人への配慮が欠けている

「コンパクトシティ」がもたらす効果がイメージできない

農地の転用意欲が高く、市街化の抑制は難しい

その他

85.3%

13.3%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要性を感じる

必要性を感じない

無回答

90.6%

71.9%

40.6%

31.3%

23.4%

10.9%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中心市街地（商店街）の活性化

道路や下水道などの新たな社会基盤施設の整備費、
または維持管理費の削減

森林・農地の市街化の抑制

車への過度な依存からの脱却

コミュニティの活性化

除排雪の効率化など雪に強いまちづくりの推進

その他

図-2 『コンパクトシティ』の必要性の回答割合（Ｎ＝75） 

問 『コンパクトシティ』の必要性を感じますか？ 

○ 『コンパクトシティ』を知っている市町村の 8割以上が、『コンパクトシティ』の必要性を感じています。 

 

問 『コンパクトシティ』の必要性を感じる理由は何ですか？ 

○ 「中心市街地（商店街）の活性化（91％）」、「道路や下水道などの新たな社会基盤施設の整備費、または維

持管理費の削減（72％）」「森林・農地の市街化の抑制（41％）」が多くなっています。 

 

問 『コンパクトシティ』の必要性を感じない理由は何ですか？ 

○ 「既に市街地が拡大しているので、コンパクトシティにするためには多大な費用を要する（50％）」、「大規模

集客施設などの進出は、雇用を創出し地域活性化につながる（50％）」「街なかエリアの活性化が中心で、

郊外エリアや緑農エリアで暮らしている人への配慮が欠けている（40％）」が多くなっています。 

図-3 『コンパクトシティ』の必要性を感じる理由の回答割合（Ｎ＝64） 

８割以上の市町村が

必要性を感じている 

『コンパクトシティ』の必要性を 

感じる理由は・・・ 

『コンパクトシティ』の 

必要性を 

感じない理由は・・・ 

図-3 『コンパクトシティ』の必要性を感ない理由の回答割合（Ｎ＝10） 
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Ⅱ 『コンパクトシティ』に向けての問題点・取り組み等 

（１） 土地利用について 

13.0%

13.0%

24.7%

13.0%

6.5%

35.1%

1.3%

1.3%

3.9%

9.1%

2.6%

15.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

用途地域の見直し

特別用途地区の導入

線引きの導入

開発許可条例の導入

準都市計画区域の導入

特定用途制限地域の導入

その他

特に取り組んでいない

実施 予定

5.2％

10.4％

15.6％

28.6％

48.1％

26.0％

74.0%

35.1%

35.1%

28.6%

14.3%

9.1%

5.2%

13.0%

0.0%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

街なかエリアの空き地や空き家の増加

郊外エリアの大規模集客施設等の立地

都市計画白地地域※の開発進行

緑農エリアの耕作放棄地の増加

郊外エリアの空き地や空き家の増加

隣接市町村の規制の緩い地域における開発進行

都市計画区域外の開発進行

その他

特に問題はない

無回答

※非線引き都市計画区域の用途地域を除いた地域 図-5 土地利用の問題意識の回答割合（Ｎ＝77） 

＜自由回答（一部）＞ 

○ 街なかエリアや今後増えると予想される郊外エリアの空き地や空き家などの低未利用地を有効活用

するための方策の検討が必要である。 

○ 用途地域内に開発や店舗等の立地を誘導するための手法が必要である。 

○ 経営が厳しい農家にとっては、農地の宅地化は魅力となっている。 

○ 住民に市全体の土地利用のあり方を示し、理解してもらうことが必要である。 

問 土地利用において、どのような問題を強く感じていますか？ 

○ 「街なかエリアの空き地や空き家の増加（74％）」「郊外エリアの大規模集客施設等の立地（35％）」「都市計

画白地地域（非線引き都市計画区域の用途地域を除いた地域）の開発進行（35％）」が多くなっています。 

 

問 土地利用規制誘導についてどのような取り組みをしていますか？または、する予定ですか？ 

○ 「用途地域の見直し（48％）」「特別用途地区の導入（29％）」「線引きの導入(25％)」が多くなっています。ま

た、今後、「準都市計画区域の導入（9％）」を予定している市町村も見られます。 

図-6 土地利用の取り組みの回答割合（Ｎ＝77） 

問題解決に向けた 

取り組み 
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（２） 公共交通について 

 

 

 

等

41.6%

16.9%

19.5%

11.7%

2.6%

6.5%

3.9%

14.3%

10.4%

1.3%

5.2%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

コミュニティバスの導入

既存バス路線の再整備、再編

デマンドバス(タクシー)等の導入

パーク＆ライドの導入

鉄道とバスの乗り継ぎの向上

その他

特に取り組んでいない

実施 予定

45.5％

31.2％

29.9％

13.0％

7.8％

9.1％

10.4％

70.1%

63.6%

45.5%

39.0%

19.5%

16.9%

5.2%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

公共交通利用者の減少による路線の撤退

高齢者・障害者の移動手段の確保

公共交通空白地帯の対応

公共交通の運行本数の減少

小中高等学校への通学手段の確保

公共交通の乗り継ぎの利便性

その他

特に問題はない

問 郊外エリアや緑農エリアの公共交通において、どのような問題を強く感じていますか？ 

○ 「公共交通利用者の減少による路線の撤退（70％）」や「高齢者・障害者の移動手段の確保（64％）」「公共

交通空白地帯の対応(46％)」「公共交通の運行本数の減少(39％)」が多くなっています。 

 

問 郊外エリアや緑農エリアの公共交通において、どのような取り組みを実施していますか？または、する予定

ですか？ 

○ 「コミュニティバスの導入(46％)」「既存バス路線の再整備、再編（31％）」「デマンドバス（タクシー）等の導入

（30％）」が多くなっています。 

図-7 郊外・緑農エリアの公共交通の問題意識の回答割合（Ｎ＝77） 

＜自由回答（一部）＞ 

○ 高齢化社会に対応するためには、バス路線を維持する必要があるが、財政的に厳しい。 

○ 廃止された路線の地域において、新たに生活交通手段を確保することは収支上難しい。 

○ 財政的に厳しいが、今後公共交通に対する公的支援の方法や制度などを検討する必要がある。 

○ 住民が公共交通利用の意識や習慣を見直し、地域で公共交通を支えていくことが必要である。 

図-8 郊外・緑農エリアの公共交通の取り組みの回答割合（Ｎ＝77） 

問題解決に向けた 

取り組み 
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（３） 公共公益施設について 

① 街なかエリアへの立地・再整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

83.6%

47.5%

27.9%

24.6%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

街なかエリアの活性化につながる

既存ストックを有効に活用できる

公共交通の移動手段が確保されている

施設間を歩いて利用できる

その他

問 公共公益施設を更新する場合、街なかエリアに立地、再整備する必要性を感じますか？ 

○ 「強く必要性を感じる（25％）」と「必要性を感じる（55％）」の回答を合わせると約 8割となっております。 

 

問 「強く必要性を感じる」「必要性を感じる」理由は何ですか？ 

○ 「街なかエリアの活性化につながる（84％）」「既存ストックを有効に活用できる(48%)」が多くなっています。 

24.7%

54.5%

16.9%

2.6%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

強く必要性を感じる

必要性を感じる

必要性をあまり感じない

必要性を感じない

無回答

図-9 公共公益施設の街なかエリアへの立地、再整備の必要性の回答割合 

（Ｎ＝77） 

図-10 公共公益施設の街なかエリアへの立地、再整備の必要性を感じる理由の回答割合 

（Ｎ＝61） 

約8割が必要性を

感じている 

＜自由回答（一部）＞ 

○ 街なかエリアに公共公益施設を整備していく必要性は感じているが、用地取得費などの財政的制約によ

り困難な場合がある。 

○ 車社会において、自動車による交通アクセスを考えると、敷地の狭い街なかエリアでは対応が難しい。 

街なかエリアへの立地、再整備の 

必要性を感じる理由は・・・ 
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② 行政枠を超えた連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66.2%

31.2%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80%

必要性を感じる

必要性を感じない

無回答

41.7%

33.3%

33.3%

12.5%

25.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

周辺市町村との調整が難しい

広域交通ネットワークが整備されていない

周辺市町村に高度な公共公益施設がない

公共公益施設はそれぞれの市町村がフルセットで整備するべき

その他

問 人口減少、少子高齢化の進行などにより、市町村による地域サービスを維持・向上させていくことが難しくな

っていくなかで、今後、行政枠を超えた連携により公共公益施設を有効活用すべきと感じますか？ 

○ 6 割以上が、行政枠を超えた連携により公共公益施設を有効活用していくことの必要性を感じています。 

 

問 「必要性をあまり感じない」「必要性を感じない理由」は何ですか？ 

○ 約 3 割の市町村はその必要性を感じず、理由としては「周辺市町村との調整が難しい(42％)」「広域交通ネ

ットワークが整備されていない(33％)」「周辺市町村に高度な公共公益施設がない(33％)」が多くなっていま

す。 

図-11 行政枠を超えた連携による公共公益施設の

有効活用の必要性の回答割合（Ｎ＝77）

6割以上が必要性を

感じている 

一方、約３割は行政枠を超えた有効活用の 

必要性を感じず、その理由は・・・ 

図-12 行政枠を超えた連携による公共公益施設の有効活用の必要性を感じない理由の回答割合

（Ｎ＝24）
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【参考】 『コンパクトシティ』の概念図と 3 エリアの概要 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

「東北地方の中小都市」のコンパクトシティ 概念図 

出典：「東北地方の中小都市」のコンパクトシティ提言書

東北地方コンパクトシティ検討委員会 (平成 19 年 3月）

「東北地方の中小都市」のコンパクトシティ イメージ 


